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令和３年２月文京区議会定例議会追加提案事項 
【令和３年２月９日】 

 

 

１ 文京区行政委員会の委員及び非常勤の監査委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

（文京区例規集第１巻１１１６頁） 

⑴ 提案理由 行政委員会の委員等の費用弁償の額を改定するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容（第５条第２項） 

   日額旅費 ３，０００円 → ２，０００円 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日 

 

 

２ 文京区長及び副区長給与条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻７８９頁） 

⑴ 提案理由 期末手当に係る支給月数を改定するため、提案する。 

⑵ 改正内容 期末手当に係る支給月数の引下げ（第５条第２項） 

 ア 区長  年間３．４０月 → 年間３．３５月（△０．０５月） 

 イ 副区長 年間３．４０月 → 年間３．３５月（△０．０５月） 

改定① 令和３年３月に支給する期末手当の支給月数の改定 

改定② 令和３年度以後に支給する期末手当（６月、１２月及び３月支給）の支給月数の改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 施行期日 改定①については公布の日、改定②については令和３年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：月） 

期 現 行 
改定① 

（現行との増減） 

改定② 

（現行との増減） 

６月 １．５５ 
１．５５ 

（変更なし） 

１．５２５ 

（△０．０２５） 

１２月 １．５５ 
１．５５ 

（変更なし） 

１．５２５ 

（△０．０２５） 

３月 ０．３０ 
０．２５ 

（△０．０５） 

０．３０ 

（変更なし） 
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３ 文京区教育委員会教育長の給与及び勤務に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻７９６

頁） 

⑴ 提案理由 期末手当に係る支給月数を改定するため、提案する。 

⑵ 改正内容 期末手当に係る支給月数の引下げ（第５条第２項） 

  年間３．４０月 → 年間３．３５月（△０．０５月） 

改定① 令和３年３月に支給する期末手当の支給月数の改定 

改定② 令和３年度以後に支給する期末手当（６月、１２月及び３月支給）の支給月数の改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 施行期日 改定①については公布の日、改定②については令和３年４月１日 

 

 

４ 文京区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻１１

０４頁） 

⑴ 提案理由 期末手当に係る支給月数を改定するため、提案する。 

⑵ 改正内容 期末手当に係る支給月数の引下げ（第８条第２項） 

 年間３．３０月 → 年間３．２５月（△０．０５月） 

改定① 令和３年３月に支給する期末手当の支給月数の改定 

改定② 令和３年度以後に支給する期末手当（６月、１２月及び３月支給）の支給月数の改定 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

⑶ 施行期日 改定①については公布の日、改定②については令和３年４月１日 

 

 

５ 審理､喚問､聴問等に出頭した者及び公聴会に参加した者の費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

（文京区例規集第１巻１１３１頁） 

⑴ 提案理由 審理等に出頭した者等の費用弁償の額を改定するため、提案する。 

⑵ 改正内容（第３条第２項） 

 日額旅費 ３，０００円 → ２，０００円 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日 

 

 

（単位：月） 

期 現 行 
改定① 

（現行との増減） 

改定② 

（現行との増減） 

６月 １．５５ 
１．５５ 

（変更なし） 

１．５２５ 

（△０．０２５） 

１２月 １．５５ 
１．５５ 

（変更なし） 

１．５２５ 

（△０．０２５） 

３月 ０．３０ 
０．２５ 

（△０．０５） 

０．３０ 

（変更なし） 

 

（単位：月） 

期 現 行 
改定① 

（現行との増減） 

改定② 

（現行との増減） 

６月 １．５５ 
１．５５ 

（変更なし） 

１．５２５ 

（△０．０２５） 

１２月 １．５５ 
１．５５ 

（変更なし） 

１．５２５ 

（△０．０２５） 

３月 ０．２０ 
０．１５ 

（△０．０５） 

０．２０ 

（変更なし） 
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６ 文京区職員定数条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻４６７頁） 

⑴ 提案理由 職員配置の見直しに伴い、職員の定数を改めるため、提案する。 

 ⑵ 改正内容（第２条第１項） 

ア 区長の事務部局の職員        １，４９０人 → １，５２７人（３７人増） 

イ 議会の事務部局の職員           １０人 →    １０人（増減なし） 

ウ 教育委員会の事務部局の職員       １８９人 →   １９２人（３人増） 

エ 教育委員会の所管に属する学校の職員   １５８人 →   １５８人（増減なし） 

オ 選挙管理委員会の事務部局の職員       ７人 →     ７人（増減なし） 

カ 監査委員の事務部局の職員          ６人 →     ６人（増減なし） 

合計                １，８６０人 → １，９００人（４０人増） 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日 

 

 

７ 職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻５３３頁） 

⑴ 提案理由 宣誓書における押印を廃止するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 職員の服務の宣誓に用いる宣誓書における押印の廃止（別記様式） 

⑶ 施行期日 公布の日 

 

 

８ 職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻５６９頁） 

⑴ 提案理由 職員の年次有給休暇の管理方法を変更するとともに、特別休暇の制度を改めるため、提案す

る。 

 ⑵ 改正内容 

ア 年次有給休暇の管理方法の変更（第１３条第１項及び第２項） 

１の年ごとの休暇 → １会計年度ごとの休暇 

イ 特別休暇の制度改正（第１５条第１項第１号及び第２号） 

(ア ) 出産支援休暇制度及び育児参加休暇制度の廃止並びに出産協力休暇制度の新設 

(イ ) 名称変更 子の看護のための休暇 → 子の看護休暇 

 ⑶ 施行期日 令和３年４月１日 
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９ 文京区保健衛生事務手数料条例の一部を改正する条例（文京区例規集第２巻１７１３頁） 

⑴ 提案理由 食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）の一部改正等に伴い、手数料の徴収項目を改める

ため、提案する。 

⑵ 改正内容（別表） 

ア 食品衛生法の一部改正に伴う引用条文の整備 

    「第５２条第１項」 → 「第５５条第１項」 

イ 食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２９号）の一部改正に伴う営業許可業種の見直しに係る手数

料の徴収項目の整備 

３２項目 ２，７００円～３５，２００円 

ウ 食品製造業等取締条例（昭和２８年東京都条例第１１１号）の廃止に伴う手数料の徴収項目の削除 

 ⑶ 施行期日等 

ア 施行期日 令和３年６月１日 

イ 経過措置 

(ｱ) この条例の施行の際、現に改正前の食品衛生法の規定により営業の許可を受けていた者が当該営業

を継続するために行う営業の許可の申請については、更新申請手数料の額を適用する。 

(ｲ) この条例の施行の際、現に廃止前の食品製造業等取締条例の規定により営業の許可を受けていた者

が当該営業を継続するために行う営業の許可の申請については、更新申請手数料の額を適用する。 

(ｳ) 令和４年３月３１日までの間、(ア )又は(イ )の場合における更新申請手数料の額が改正前の条例に基づ

く更新申請手数料の額を超えるときは、改正前の条例に基づく更新申請手数料の額を適用する。 

 

 

10 文京区自転車駐車場条例の一部を改正する条例（文京区例規集第３巻３２２３頁） 

⑴ 提案理由 飯田橋臨時自転車駐車場を新設するほか、規定を整備するため、提案する。 

⑵ 改正内容 

ア 定期利用制自転車駐車場の新設 

飯田橋臨時自転車駐車場  東京都文京区後楽一丁目１０番先 

  イ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日 

 

 

11 幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第３巻３６

２５頁） 

 ⑴ 提案理由 幼稚園教育職員の特別休暇の制度を改めるため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 特別休暇の制度改正（第１７条第１項第１号及び第２号） 

  ア 出産支援休暇制度及び育児参加休暇制度の廃止並びに出産協力休暇制度の新設 

  イ 名称変更 子の看護のための休暇 → 子の看護休暇 

 ⑶ 施行期日 令和３年４月１日 
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12 和解及び損害賠償額の決定について 

⑴ 提案理由  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定によ

り、提案する。 

⑵ 賠償の理由 令和２年３月の新型コロナウイルス感染症対策のための区立小・中学校における臨時休業

に伴い、学校給食用食材の発注を取り消したことにより、相手方に損害を与えたため 

⑶ 和解の内容 違約金を区が支払う。 

⑷ 賠償金額  金２７５万７，１７１円 

⑸ 相手方   東京都文京区本駒込五丁目６６番２号 

公益財団法人東京都学校給食会 

        理事長 伊藤彰彦 

 

 

13 和解及び損害賠償額の決定について 

⑴ 提案理由  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定によ

り、提案する。 

⑵ 賠償の理由 令和２年３月の新型コロナウイルス感染症対策のための区立小・中学校における臨時休業

に伴い、学校給食用食材の発注を取り消したことにより、相手方に損害を与えたため 

⑶ 和解の内容 違約金を区が支払う。 

⑷ 賠償金額  金３５７万５，４４４円 

⑸ 相手方   千葉県八千代市大和田新田１３０番地 

        興真乳業株式会社千葉工場 

        工場長 武村啓司 

 

 

14 和解及び損害賠償額の決定について 

⑴ 提案理由  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定によ

り、提案する。 

⑵ 賠償の理由 令和２年３月の新型コロナウイルス感染症対策のための区立小・中学校における臨時休業

に伴い、学校給食用食材の発注を取り消したことにより、相手方に損害を与えたため 

⑶ 和解の内容 違約金を区が支払う。 

⑷ 賠償金額  金１５９万６，１３５円 

⑸ 相手方   東京都江東区塩浜二丁目１１番２８号 

        有限会社丸幸水産 

        代表取締役 小堺洋市 

 

 

15 令和２年度文京区一般会計補正予算 

 

 

16 令和２年度文京区国民健康保険特別会計補正予算 

 

 

17 令和２年度文京区介護保険特別会計補正予算 

 

 

18 令和２年度文京区後期高齢者医療特別会計補正予算 


